
基礎自治体の都市計画関連業務で利用される情報の現状
「市町村で利用する都市の情報とその利用状況に関する調査（2008 年 10 月実施）」より

Conditions of Information on Urban Planning Office in Municiparities 
-Based on  "Questionnaire about Information for Urban Planning in Municiparities" in Octorber 2008-

1. はじめに

1.1 目的と背景
本稿は，2008 年 10 月に全国 265 自治体に対して実

施した「市町村で利用する都市の情報とその利用状況

に関する調査」の結果より，特に都市計画業務で利用

される「都市の情報」についての集計結果である．

都市計画分野は，多様な情報を組み合せることに

よって , 市街地の状況の把握・分析 , 各種の計画・事

業の検討・立案などを日常的に行っている . 都市計画

分野で利用される代表的な情報としては，都市計画法

第 6 条に基づき概ね 5 年に 1 度実施されている都市計

画に関する基礎調査があげられる．また，地理情報シ

ステム（GIS）などをベースとした都市計画支援シス

テムなどの活用も近年進展している．こうした都市計

画分野での情報化の進展も，様々な情報を組み合せる

ことが必要な都市計画業務では大きな原動力となって

いるといえよう．

業務内容によっては，あらかじめ検討に用いるデー

タ・資料やその分析方法などをガイダンス等の形で示

している業務も見受けられるが，多くの都市計画業務

においては，自治体ごとに利用するデータ・資料やそ

の分析方法などを目的に応じて組み合せて利用してい

る．ここでは，都市計画業務で利用されるデータや資

料とその方法などを一纏めに「都市の情報」と呼ぶこ

とにする．

「都市の情報」についての，筆者らは，2002 年に全

国 229 自治体を対象とした『「都市の情報」の利用状

況に関する調査』を実施した（以下，前回 2002 年調査，

と呼ぶ）．この調査の集計結果は，独立行政法人建築

研究所の Web サイトで 2003 年 7 月より公開している
(1)．

前回 2002 年調査より 7 年近くが経過した．この間

にいわゆる「平成の大合併」による自治体の再編が行

われた．これに伴う都市計画区域や市街化区域などの

再編が必要となったところも少なくない．こうした状

況は，様々な都市の情報が活用されることが増える機

会であると考え，今回の調査を企画した．

こうした背景より，筆者らは，地方公共団体での「都

市の情報」に関する利用状況の把握を目的としてアン

ケート調査を実施した．以降，その調査概要と集計結

果の一部について報告する .

1.2 調査概要
調査は，独立行政法人建築研究所住宅・都市研究グ

ループが実施主体となり，全国の基礎自治体から，

・前回 2002 年調査対象団体 (2)

・特別区，指定市，中核市，特例市

・人口規模 15 万人以上の団体

などを元に，265 団体を調査対象団体として抽出した．

調査項目は，

質問１ 回答者属性

質問２ 都市計画関連業務で利用されている「都

市の情報」

質問３ 都市計画の周辺分野で利用されている

「都市の情報」

質問４ 業務におけるデータの活用と，そのデー
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タの作成・保管状況

質問５ 都市計画基礎調査（都市計画法第６条）

の実施体制・保管・利活用状況

質問６ 「都市の情報」にかかわる独自の取り組

みや課題

に大別し，各々 5 ～ 8 問程度の設問を設けることとし

た（表 1）．

設問は，前回 2002 年調査時の調査項目を可能な限

り取り入れ，その他近年の都市計画分野での動向を踏

まえた調査項目を設定した．それぞれの設問文につい

ては，本調査が「都市の情報」という概念の広い言葉

を使用しているため，設問文は具体的な資料・データ

と，それらを用いて何をしたかがイメージしやすいよ

うに配慮した．そのため，集計・分析においてはそれ

ぞれ表記上の文言を設定することとした（詳しくは，

表 3 ～ 13 を参照されたい）．

自治体への回答依頼は 2008 年 10 月 17 日に行い，

締切を 10 月 31 日とした．また，締切までに未回答の

自治体に対し，11 月 7 日に再依頼を行った（再依頼の

締切は 11 月 21 日とした）．

結果，表 2 に示す通り，265 団体中 222 団体から回

答を得ることが出来た（回答率 83.8％）．これは前回

2002 年調査の回収率 (73.4％）を上回る結果である．

1.3 本稿での集計対象
調査結果のうち，本稿では紙幅の関係より，

・質問２ 都市計画関連業務で利用されている「都

市の情報」（2章）

・質問３ 都市計画の周辺分野で利用されている

「都市の情報」（3章）

についての単純集計結果の一部（表 1 で網掛けした設

問）について，「線引きの有無」(3) や「団体区分」に

着目してそれぞれの傾向を次章以降で見ていくことに

する．

２．都市計画関連業務で利用されている「都市

の情報」

まず，本章では都市計画関連業務のうち「法定都市計

画」と呼ばれる業務で利用される「都市の情報」につ

いて見ていくことにする．

表2 調査結果

表1 調査質問項目（調査全体：本稿対象外を含む）
質問１

２ - １ 市町村マスタープランの策定
２ - ２ 線引き見直し案作成
２ - ３ 用途地域見直し案作成
２ - ４ 地区計画の適用場所の選定
２ - ５ 地区計画の策定
２ - ６ 市街地開発事業
２ - ７ 都市計画事業の事後評価または事業再評価
２ - ８ 活用した情報のうちデータソースとその形式（媒体）
３ - １ 高齢化に対応した施策の実施
３ - ２ 都市防災に関する施策の実施
３ - ３ 自然環境保全や廃棄物問題に関する施策の実施
３ - ４ 中心市街地の活性化や都市再生に対応した施策
３ - ５ 活用した情報のデータソースとその形式（媒体）
４ - １ 日常の業務で更新される情報
４ - ２ 下水道関連の情報
４ - ３ 道路関係の情報
４ - ４ 公園関係の情報
４ - ５ ごみ処理・リサイクル関係部局からの情報
４ - ６ 農政部局からの情報
４ - ７ 課税（固定資産）部局からの情報
５ - １ 都市計画基礎調査の実施状況
５ - ２ 都市計画基礎調査の調査費用
５ - ３ 都市計画基礎調査の調査体制
５ - ４ 都市計画基礎調査の成果物の保管
５ - ５ 部署内での都市計画基礎調査の結果の利活用
５ - ６ 都市計画基礎調査を庁内他部署への提供
５ - ７ 他部署での都市計画基礎調査の結果の利活用
５ - ８ 都市計画基礎調査の結果の住民への情報提供
５ - ９ 都市計画基礎調査の区市町村での有効な利活用（自由記述）
６ - １ 特に取り組んでいる事例
６ - ２ 「都市の情報」にかかわる課題（自由記述）

業務におけるデータの活用
と，そのデータの作成・保管
状況

都市計画基礎調査（都市計画
法第６条）の実施体制・保
管・利活用状況

回答者属性

「都市の情報」にかかわる独
自の取り組みや課題

質問２

質問３

質問４

質問５

質問６

都市計画関連業務で利用され
ている「都市の情報」

都市計画の周辺分野で利用さ
れている「都市の情報」

配布数 回答数 未回答数
回収率
（％）

全体 265 222 43 83.8

人口規模

15万人以上 170 150 20 88.2
5万人以上 77 59 18 76.6
5万人未満 18 13 5 72.2

線引き
あり 217 189 28 87.1
なし 48 33 15 68.8

団体区分

指定市 17 17 0 100.0
特別区 23 20 3 87.0
中核市 39 35 4 89.7
特例市 43 38 5 88.4
指定なし 143 112 31 78.3
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図1 「問２-１市町村マスタープランの策定」

図2 「問２-２線引き見直し案作成」

表3 「問２-１市町村マスタープ

ランの策定」の設問と表記

表4 「問２-２線引き見直し案作

成」の設問と表記
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本調査では，「市町村マスタープラン」，「線引き見

直し」，「用途地域見直し」，「地区計画」などの都市計

画決定や土地利用規制に関わる業務と，「市街地開発

事業」や「事業の評価」の具体の事業に関わる業務に

ついて設問した．

2.1 市町村マスタープランの策定（図1，表3）
「市町村 MP との調整」「人口フレームの想定」「土地

利用現況の把握」「建物用途現況の把握」がいずれも

回答団体数の過半以上を占めており，これらの情報の

利用頻度の高いことが分かる．

土地利用や建物用途現況の把握が過半以上を占める

一方，それらの変化の把握は，いずれも現況を把握し

ている団体の半分程度であることが分かる．

線引きの有無や団体区分では，明確な違いは見られ

ない．

2.2 線引き見直し案作成（図2，表4）
「線引き抽出（直近）」と「人口フレームの想定」が

約４割程度の団体で行っていることが分かる．このう

ち，「線引き抽出」の時系列での検討は，直近の場合

の半分の団体となっている．

また，団体区分別では，中核市や特例市などの指定

の無い団体での比率が他の団体区分よりも若干大きく

なっている傾向が読み取れる．

2.3 用途地域見直し案作成（図3，表5）
「直近の建物用途現況」を元にした指定容積の検討

が最も多いが，これも時系列の建物現況を用いた検討

を行っている団体は半分以下になることが特徴として

読み取れる．

線引きの有無や団体区分では，明確な違いは見られ

ない．

2.4 地区計画の適用場所の選定（図4，表6）
地区計画をどこにかけるかを検討する場面を想定し

たこの設問では，「市街地開発事業地区検討」が最も

多く，事業に対応した地区計画の適用の必要性が高い

ことを示していると見ることができる．

記表の上フラグ文問設

a.業務なし（市町村マスタープラン
の策定を行ったことがない）

業務なし

b.人口や世帯に関するデータをもと
に，人口フレームの想定をおこなっ

人口フレームの想定

c.直近の土地利用現況図をもとに，
土地利用の現況を確認した

土地利用現況の把握

d.過去何年か分の土地利用現況図を
もとに，土地利用の変化の様子を比
較検討した

土地利用変化の把握

e.直近の建物用途現況図をもとに，
建物用途の現況を確認した

建物用途現況の把握

f.過去何年か分の建物用途現況図を
もとに，建物用途の変化の様子を比
較検討した

建物用途変化の把握

g.直近の建物階数状況図をもとに，
実容積率の様子を確認した

実容積現況の把握

h.過去何年か分の建物階数状況図を
もとに，実容積率の変化の様子を比
較検討した

実容積変化の把握

i.地区ごとの実建蔽率を算出し，住
宅過密地区を抽出した

住宅過密地区の抽出

j.住宅の所有形態別集計データを用
いて，住宅課題地区を抽出した

住宅課題地区の抽出

k.細街路の現況図をもとに，基盤未
整備地区を抽出した

基盤未整備地区の抽出

l.公園などの公共施設の分布状況と
地区別人口を用いて，公共施設の適
性配 た

公共施設の適性配置

２-１市町村マスタープランの策定

性配置を検討した
m.新築物件に関して宅地開発の動向
を把握した

宅地開発の動向の把握

n.道路網の現況をもとに，道路ネッ
トワークの検討をおこなった

道路ネットワークの検討

o.都市マスタープラン策定にともな
い，上位計画・関連計画を整理し，
市町村マスタープランとの関係を調
整した

市町村MPとの調整

p.さまざまな資料を用いて住民説明
会用資料を作成した

住民説明会用資料の作成

q.その他 その他
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記表の上フラグ文問設

a.業務なし（線引き見直し案作成を
行ったことがない）

業務なし

b.直近の土地利用現況図をもとに，
線引き拡大・縮小・変更すべき地区
を抽出した

線引き抽出（直近）

c.過去何年か分の土地利用現況図の
比較をもとに，線引き拡大･縮小･変
更すべき地区を抽出した

線引き抽出（時系列）

d.人口や世帯に関するデータをもと
に人口フレームの想定をおこなった

人口フレーム想定

e.新築物件に関して宅地開発の動向
を把握した

宅地開発動向の把握

f.その他 その他

２-２線引き見直し案作成
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表6 「問２-４地区計画の適用場

所の選定」の設問と表記

表7 「問２-５地区計画の策定」

の設問と表記

図4 「問２-４地区計画の適用場所の選定」

図5 「問２-５地区計画の策定」

でも過半以上の団体が該当すると回答しているが，特

例市未満では４割以下になる傾向が読み取れる．

2.5 地区計画の策定（図5，表7）
地区計画の策定になると，前段の適用場所の選定と
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「土地利用現況の把握」，「建物用途現況の把握」と，

それらの変化との関係は，約１／３程度となる傾向に

あり，ここでも時系列での検討はあまり行われていな

いことが分かる．

団体区分別の傾向では，中核市以上ではどの設問文

記表の上フラグ文問設

a.業務なし（地区計画適用の地区選
定を行ったことがない）

業務なし

b.直近の土地利用現況図をもとに，
土地利用の現況を確認した

土地利用現況の確認

c.過去何年か分の土地利用現況図を
もとに，土地利用の変化の様子を比
較検討した

土地利用変化の比較

d.直近の建物用途現況図をもとに，
建物用途の現況を確認した

建物用途現況の確認

e.過去何年か分の建物用途現況図を
もとに，建物用途の変化の様子を比
較検討した

建物用途変化の比較

f.直近の建物階数状況図をもとに，
実容積率の様子を確認した

実容積（直近階数現況）

g.過去何年か分の建物階数状況図を
もとに，実容積率の変化の様子を比
較検討した

実容積（時系列階数現況）

h.地区ごとの実建蔽率を算出し，住
宅過密地区を抽出した

住宅過密地区の抽出

i.細街路の現況図をもとに，基盤未
整備地区を抽出した

基盤未整備地区の抽出

j.新築物件に関して宅地開発の動向
を把握した

宅地開発動向の把握

k.市民による「まちづくり活動」を
把握することで，策定可能地区を検
討した

策定可能地区の検討

l.市街地開発事業に対応して対象地
区を検討した

市街地開発事業地区検討

m 住環境の保全評価等を行い 地区

２-４地区計画の適用場所の選定

m.住環境の保全評価等を行い，地区
を抽出した

住環境保全評価

g その他 その他

記表の上フラグ文問設

a.業務なし（地区計画の策定を行っ
たことがない）

業務なし

b.直近の土地利用現況図をもとに，
土地利用の現況を確認した

土地利用現況の確認

c.過去何年か分の土地利用現況図を
もとに，土地利用の変化の様子を比
較検討した

土地利用変化の比較

d.直近の建物用途現況図をもとに，
建物用途の現況を確認した

建物用途現況の確認

e.過去何年か分の建物用途現況図を
もとに建物用途の変化の様子を比較
検討した

建物用途変化の比較

f.直近の建物階数状況図をもとに，
実容積率の様子を確認した

実容積（直近階数現況）

g.過去何年か分の建物階数状況図を
もとに，実容積率の変化の様子を比
較検討した

実容積（時系列階数現況）

h.地区ごとの実建蔽率を算出し，住
宅の過密状況を確認した

住宅過密地区の抽出

i.細街路の現況図をもとに，要改善
箇所を選定した

要改善箇所の選定

j.新築物件に関して宅地開発の動向
を把握した

宅地開発動向の把握

k.かき，柵の現状について個別調査
を行った

かき棚調査

l.さまざまな資料を用いて住民説明
会用資料を作成した

住民説明会資料の作成

m その他 その他

２-５地区計画の策定

図3 「問２-３用途地域見直し案作成」

表5 「問２-３用途地域見直し案

作成」の設問と表記
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記表の上フラグ文問設

a.業務なし（用途見直し案作成を
行ったことがない）

業務なし

b.直近の建物用途現況図をもとに，
指定用途容積の変更を検討した

直近建物現況

c.過去何年か分の建物用途現況図の
比較をもとに，指定用途容積の変更
を検討した

時系列建物現況

d.直近の建物階数状況図をもとに，
指定用途容積の変更を検討した

直近階数現況

e.過去何年か分の建物階数状況図の
比較をもとに，指定用途容積の変更
を検討した

時系列階数現況

f.新築物件に関して宅地開発の動向
を把握した

宅地開発動向の把握

g その他 その他

２-３用途地域見直し案作成
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表9「問２-７都市計画事業の事後

評価または事業再評価」の設

問と表記

は傾向が異なり，「土地利用現況の把握」や「建物用

途現況の把握」の割合が大きくなることが分かる．こ

れは，地区計画の具体においては，これらの要素が重

要視されることがを示している．一方，それらの変化

との関係で見ると，約１／４程度まで割合が下がる傾

向にあることが分かる．

線引きの有無や団体区分別では，明確な違いは見ら

れない．

2.6 市街地開発事業（図6，表8）
具体的な事業の場面として市街地開発事業全般を対

象とした設問である．ここでは，「土地利用現況の把

握」や「建物用途現況の把握」が多いことに加え，「土

地建物の権利関係」や「事業整理可能性検討」の割合

が大きくなることが分かる．

一方，「地区の建物老朽度」や「住宅課題の把握」な

どを団体区分別に見ると，団体規模が大きい団体では

割合が高くなる傾向が顕著に見られる．

ここでも，線引きの有無や団体区分別では，明確な違

いは見られない．
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図7 「問２-７都市計画事業の事後評価または事業再評価」

2.7 都市計画事業の事後評価または事業再評価

（図7，表9）
事業の評価においては，「費用便益分析」による事

業の評価が最も多いが，特別区での割合が若干低い傾

向が読み取れる．

線引きの有無やでは，明確な違いは見られない．

2.8 小括
以上，「法定都市計画」にあたる都市計画業務での「都

市の情報」の状況を概観した．特徴的な傾向として，

・「建物用途現況」や「土地利用現況」は，比較的

広範に使われていること

・単一時点での現況把握と，複数時点の時系列での

把握はおおよそ半分から１／４の関係にあること

・強い傾向ではないものの，線引きの有無よりも，

団体区分別での割合の違いが大きいこと

などが分かった．

３．都市計画の周辺分野で利用されている「都

市の情報」
続いて本章では，都市計画上重要な課題に対応する

図6 「問２-６市街地開発事業」
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表8 「問２-６市街地開発事業」

の設問と表記

記表の上フラグ文問設

a.業務なし（市街地開発事業を行っ
たことがない）

業務なし

b.直近の土地利用現況図をもとに，
土地利用の現況を確認した

土地利用現況の確認

c.直近の建物用途現況図をもとに，
建物用途の現況を確認した

建物用途現況の確認

d.現地踏査をもとに，保全すべき環
境要素を抽出した

保全環境要素の抽出

e.現地調査をもとに，対象地区全体
の建物の老朽度を検討した

地区の建物老朽度

f.住宅の所有形態別集計データをも
とに，住宅課題の状況を把握した

住宅課題の把握

g.細街路の現況図をもとに，基盤未
整備の状況を把握した

基盤未整備地区の抽出

h.登記簿・公図などをもとに，対象
地区の土地・建物の権利関係を検討

土地建物の権利関係

i.公園などの公共施設の分布状況と
地区別人口を用いて，公共施設の状
況を検討した

公共施設の状況検討

j.道路網の現況をもとに，自動車交
通への影響を検討した

自動車交通

k.権利者ヒアリングを実施し，事業
成立の可能性を検討した

事業成立可能性検討

l.さまざまな資料を用いて住民説明
会用資料を作成した

住民説明会資料の作成

m その他 その他

２-６市街地開発事業

記表の上フラグ文問設

a.計画立案後の土地利用現況の変化
の様子をもとに，事業・計画を評価

土地利用変化

b.計画立案後の建物用途現況の変化
の様子をもとに，事業・計画を評価

建物用途変化

c.広域的な人口変化をもとに，事
業・計画を評価した

広域的な人口変化

d.広域な交通量の変化をもとに，事
業・計画を評価した

広域的な交通量変化

e.費用便益分析をおこない，事業・
計画を評価した

費用便益分析

f.未完成事業の計画又は事業着手か
らの経過年数をもとに，事業・計画
の有用性を評価した

事業経過年数

g.その他 その他

２-７都市計画事業の事後評価または事業再評価
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表12 「問３-３自然環境保全や

廃棄物問題に関する施策の実

施」の設問と表記

表13 「問３-４中心市街地の活

性化や都市再生に対応した施

策」の設問と表記
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図10 「問３-３自然環境保全や廃棄物問題に関する施策の実施」

図11「問３-４中心市街地の活性化や都市再生に対応した施策」

表11 「問３-２都市防災に関する

施策の実施」の設問と表記

図9 「問３-２都市防災に関する施策の実施」
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表10 「問３-１高齢化に対応した

施策の実施」の設問と表記

図8 「問３-１高齢化に対応した施策の実施」
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記表の上フラグ文問設

a.地区別・年齢構成別人口データを
もとに，高齢化の進行している地区
を抽出した

高齢化地区抽出

b.現地踏査をもとに，交通危険個
所・交通困難個所を抽出した

交通危険困難箇所

c.公共施設の分布状況と地区別高齢
人口を用いて，公共施設の状況を検
討した

公共施設の状況検討

d その他 その他

３-１高齢化に対応した施策の実施

記表の上フラグ文問設

a.直近の建物用途現況図をもとに，
建物用途の現況を検討した

建物用途の現況

b.直近の建物構造現況図をもとに，
地区の災害危険度などを把握した

地区の災害危険度

c.現地調査をもとに，対象地区全体
の建物の老朽度を検討した

地区の建物老朽度

d.住宅の所有形態別集計データをも
とに，住宅にかかわる課題を把握し

住宅課題の把握

e.細街路の現況図をもとに，基盤未
整備の状況を把握した

基盤未整備地区の抽出

f.地区ごとの実建蔽率を算出し，住
宅過密地区を抽出した

住宅過密地区の抽出

g.道路ネットワークのデータをもと
に，避難困難な個所の抽出をおこ
なった

避難困難箇所の抽出

h.地質・地盤のデータをもとに，防
災上の危険個所を特定した

危険箇所抽出（データ）

i.過去の災害履歴をもとに，防災上
の危険個所を特定した

危険箇所抽出（災害履歴）

j.その他 その他

３-２都市防災に関する施策の実施

記表の上フラグ文問設

a.直近の土地利用現況図をもとに，
土地利用の現況を確認した

土地利用現況

b.植生分布データをもとに，保全す
べき自然環境をあきらかにした

保全環境要素

c.町内会などの組織へのヒアリング
をもとに，自然環境や廃棄物処理施
設の現状を把握した

廃棄物処理施設等の現状

d その他 その他

３-３自然環境保全や廃棄物問題に関する施策の実施

記表の上フラグ文問設

a.直近の建物用途現況図をもとに，
建物用途の現況を検討した

建物用途の現況

b.現地踏査をもとに，対象地区での
空き家・空地を抽出した

空き家・空地

c.現地踏査をもとに，保全すべき環
境要素を抽出した

保全環境要素

d.現地調査をもとに，対象地区全体
の建物の老朽度を検討した

地区の建物老朽度

e.住宅の所有形態別集計データをも
とに，住宅にかかわる課題を把握し

住宅課題の把握

f.商業に関するデータをもとに，中
心市街地での商業売り上げなどの将
来予測をおこなった

商業将来予測

g.商店会・町内会などへのヒアリン
グをもとに，市民の中心市街地への
関心を把握した

中心市街地の関心

h.その他 その他

３-４中心市街地の活性化や都市再生に対応した施策

（社）日本都市計画学会 都市計画報告集 No. 7, 2009 年 2 月 
Reports of the City Planning Institute of Japan, No. 7, February, 2009 

 

- 118 -



業務で利用される「都市の情報」について見ていくこ

とにする．

基礎自治体での都市計画業務では，多様な課題に対

応することが必要でる．特に他部局との連携・協力な

どにより総合的に施策展開する機会が増えている．

本調査では，「高齢化に対応するための施策」，「都

市防災に関する施策」，「自然環境保全や廃棄物問題に

関する施策」，「中心市街地の活性化や都市再生に対応

した施策」を取り上げ，こうした場面において活用さ

れる都市の情報を把握することにした．

以下その集計結果を見ていくことにする．

3.1 高齢化に対応した施策の実施        

（図8，表10）
高齢化に伴う福祉施設や交通施設のマネジメントの

元になる，「高齢化地区抽出」が最も多い．

一方で，「交通危険困難箇所」や「公共施設の状況

検討」の件数は全団体の１割程度に留まり，そのほと

んどが線引きをしている団体である．

団体区分別には明確な違いは見られない．

3.2 都市防災に関する施策の実施        

（図9，表11）
建物構造現況から「地区の災害危険度」を検討する

団体が多い．一方，「防災上の危険箇所抽出」では，地質・

地盤のデータを利用する場合と，過去の災害履歴を元

にする場合とでは，前者の方が割合が大きい．これら

は，非線引きの団体での比率や，団体区分別で「指定

無し」の団体での比率が若干高いことも特徴として読

み取れる．

3.3 自然環境保全や廃棄物問題に関する施策の

実施（図10，表12）
全般的にどの設問文も 2 割以下と，あまり件数は多

くない．特に，「廃棄物処理施設等の現状」は非常に

少ない．

件数が少数であることもあり厳密な傾向を把握する

のは現状では困難であるが，団体区分別では明確な違

いは確認できないが，線引きの有無では，線引きの無

い団体で極端に件数が少なくなるといった傾向が読み

取れる．

3.4 中心市街地の活性化や都市再生に対応した

施策（図11，表13）
中心市街地の活性化では，「中心市街地への関心」や

「建物用途の現況」，「商業将来予測」「空き家・空地」

の割合が高いが，それでも全体の２割～３割程度であ

る．

線引きの有無や団体区分別では，明確な違いは見ら

れない．

3.5 小括
以上，都市計画上重要な課題に対応する業務で利用

される「都市の情報」について見て来たが，全般的に「都

市の情報」を活用するケースはまだ少ないということ

が言えよう．

様々な要因が考えられるが，１つにはデータソース

の問題があげられる．例えば，3.4 で取り上げた「空

き家・空地」などを把握するデータソースは十分でな

く，現地踏査による方法が一般的であるといわれてお

り，費用対効果の面でこうした情報を活用したくても

困難な場合が少なくないことが想定される．

また，データソースが関係する他部局や自治体外に

ある場合なども考えられる．

本章で扱った比較的新しい都市計画上の課題に対応

する「都市の情報」のあり方の検討が必要であるとい

言えよう．

４．おわりに
以上，2008 年 10 月に全国 265 の自治体に対して実

施した「市町村で利用する都市の情報とその利用状況

に関する調査」の結果より，特に都市計画業務で利用

される「都市の情報」についての集計結果を見てきた．

本稿では速報性を重視し，グラフの外形的な特徴を

元にした傾向の把握を行った．今後，統計的検定に基

づく議論や，周辺状況との関係を考慮した精査が必要

であると考えている．

また，今回調査の本稿未掲載の集計・分析や，前回

2000 年調査との比較検証などを引き続き進めている．

これらの課題については，紙面を改めて報告する予

定である．
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［注］

(1)http://www.kenken.go.jp/japanese/research/hou/

list/topics/upq/a-2.html

(2) 前回調査対象団体の抽出においては，合併後の団体で

1 つ以上前回調査対象団体が含まれていれば，抽出する

ことにした．

(3) 平成 19 年 3 月末現在で市街化区域の指定状況を元に

している．
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